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「中国経済研究会」のお知らせ

10月の中国経済研究会(13回目)は中国経済学会学術研究会(西日本部会)と共同で下記の内容で開催することになりました。ご関心のある方はぜひご参加ください。なお、今回の研究会の時間と場所は従来と異なるので、十分ご注意ください。
２０１０年・中国経済学会学術研究会（西日本部会）

京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター中国経済研究会

共同研究会プログラム(仮)
日時：　2010年10月23日（土） １3：30～１7：50
　　　　　　　　　　　場所：　京都大学　吉田キャンパス　法経東館３階３１１演習室
■経済発展セッション

時　間：　13:30－14:20

報告者：　李小春（愛知大学中国研究科博士課程）
テーマ：「中国僻地における貧困問題研究―陝西省白水県を事例として」
時　間：　14:20－15:10
報告者：　牧野文夫（法政大学経済学部）・羅歓鎮（東京経済大学経済学部）
テーマ：「 経済格差、社会階層と教育格差：中国浙江省・貴州省の事例（仮題）」
時　間： 15:10－16:00
報告者： 劉徳強（京都大学経済学研究科）
テーマ： 「中国経済はルイス転換点を超えたのか？」
――――――――――――コーヒー・ブレーク： 16：00－16：10――――――――――――――
■企業金融セッション

時　間：　16:10－17:00
報告者：　唐成（桃山学院大学経済学部）
テーマ：　中国の中小企業金融－マイクロデータによる分析－
時　間：　17:00－17:50

報告者：　胡海青（西安理工大学）・ 白石麻保（北九州市立大学）・矢野剛（京都大学経済学研究科）
テーマ：　Ownership Effects for the Efficiency of Financial Intermediation through　
 Trade Credit in China
（＊研究会終了後、有志による懇親会がありますので、ご自由に参加下さい）
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

第14回　中国経済研究会予告
　　時　間：　2010年11月9日(火)　16：30－18：00　

　　場　所：　京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館3階第3教室

　　報告者：　李曉（吉林大学経済学院教授・中国世界経済学会副会長）

テーマ：　「人民元国際化の最新戦略及び動向」（仮題）
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2010年度における開催(予定)日は以下の通りです。

 前期： 4月20日（火）、 5月18日（火）、 6月15日（火）、7月6日(火)、7月20日（火）
 　後期： 10月23日（土）、11月9日（火）、12月21日（火）、1月18日（火）
************************************************************************************************

主催

京都大学東アジア経済研究センター

共催

東京大学ものづくり経営研究センター

東京大学社会科学研究所現代中国研究拠点

京都大学人文科学研究所付属現代中国研究センター

後援

京都大学東アジア経済研究センター協力会

中国自動車シンポジウム

中国自動車市場のボリュームゾーンを探る
――小型車･低価格車セグメントにおける代替･競争構造――

2010年11月6日(土) 13時

京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール
総合司会 京都大学大学院経済学研究科教授 椙山 泰生

13:00-13:10

挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 田中秀夫
東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅純二郎

13:10-13:50
京都大学大学院経済学研究科 教授
塩地 洋

新興国における小型車･低価格車セグメントの構造






―全体テーマと報告構成―

第１部　非自動車セグメントのボリューム
13:50-14:20
エイムス ディレクター

菊地 捷

低速電気自動車の車体構造と普及の見通し
14:20-14:50
東京大学社会科学研究所 教授
田島 俊雄
「汽車下郷」と中国的農用車・微型車の命運






―日本的｢軽自動車｣の再検討―

14:50-15:20
inforBRIDGE 社長


繁田 奈歩
小型車中心のインド自動車市場






―タタ･ナノの今後を探る―

第２部　日中韓自動車メーカーのマーケティング戦略
15:30-16:00
明治大学国際日本学部 准教授
呉 在烜

現代自動車の現地適応戦略
―エラントラが売れる理由－
16:00-16:30
東京大学ものづくりセンター 助教
李 澤建

奇瑞汽車のマーケティング戦略
16:30-17:00
日産自動車中国事業部 部長

西林 隆

日産自動車の中国事業戦略
17:00-17:05
閉会

17:20-19:30
懇親会（参加費無料）  於カンフォーラ

司会 京都大学東アジア経済研究センター協力会 理事 宇野輝
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター長 劉徳強

閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会 副会長 大森經徳
参加資格：　自由参加、シンポジウム・懇親会とも入場無料
申込方法：　事前に御所属と御氏名をshioji@econ.kyoto-u.ac.jp（塩地）までご連絡ください。
問い合わせ先：　０７５－７５３－３４２８（塩地）
========================================================================

中国ニュース　１０.４－１０.１０
ヘッドライン
■　成長：ＩＭＦ、２０１０・２０１１年中国の経済成長率を予想
■　外債：中国の外債残高、２０１０年６月末５０００億ドル超
· 貿易：中国、アフリカ最大の貿易相手国に
· 投資：韓国債券買い越し、日本国債売り越し
· 買収：中国石油化工、スペインのレプソル社のブラジル資産取得
· 環境：温室効果ガスの排出取引、５年内に試行
· 特許：華為、２００８年特許出願件数は世界１位
· 住居：マイホームの所有率、２００８年８７．８％
· ノーベル賞：ノーベル平和賞、中国の民主活動家・劉暁波氏に
· 社会：中国農村の留守児童、５８００万人
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
ニュース詳細
· 成長：ＩＭＦ、２０１０・２０１１年中国の経済成長率を予想
【１０月６日　新華網】国際通貨基金（ＩＭＦ）は６日に「世界経済見通し」レポートを発表し、２０１０・２０１１年中国のＧＤＰ成長率がそれぞれ１０．５％と９．６％になると予想した。同レポートによると、２０１０・２０１１年における経済成長率寄与度のうち、３分の２が中国国内個人消費によるもので、３分の１が政府の経済活動による。一方、輸出による寄与度は、ゼロに近いという。
· 外債：中国の外債残高、２０１０年６月末５０００億ドル超
【１０月９日　新華網】中国国家外貨管理局が９日に発表したデータによると、２０１０年６月末の時点で、中国の外国債務残高が５１３８．１０億ドル（香港・マカオ・台湾を含まない）となった。うち登録済みの外債残高は３０７２．１億ドル、貿易による貸付残高は２０６６億ドル。通貨構成から見ると、登録済み外債のうち、ドル債務は前年末より４．３４ポイント上昇して７２．１％を占め、日本円とユーロ債務はそれぞれ１．７８ポイント、１．８７ポイント減少し、１０．１１％、４．５１％を占める。

■　貿易：中国、アフリカ最大の貿易相手国に
【１０月９日　中広網】中国商務省は９日、中国とアフリカ諸国間の貿易額が９１０億ドルに達し、中国がアフリカ最大の貿易相手国になったことを明らかにした。商務省が発表したデータによると、これまで中国はアフリカで２０００社以上の企業を設立し、総計３２３億ドルを投資しており、中国の海外投資総額の１割を占める。２０００年以来、アフリカにおける中国企業による住宅建設面積は７０００万Ｍ２、道路建設は延べ６万キロという。

■　投資：韓国債券買い越し、日本国債売り越し

【１０月６日　廈門商報】韓国金融監督院が４日に発表したデータによると、９月中国の投資家による韓国債券の買い越しが４０７０億ウォン（３．６億ドル）で、５月以来最大の増加幅となった。今年１－９月、中国の投資家による韓国債券の買い越しが３．２８兆ウォンとなり、米国を凌いで２位に上がった。市場では、中国側が下げつつあるドル資産から韓国ウォンなど新興国通貨へと外貨準備の切り替えを推進していると推測されている。一方、日本財務省８日の発表によると、中国は８月に２．０２兆の日本国債を売り越した。１－７月の累計買い越し額２兆３０００億円をほぼ帳消しにするほどの大量の売りとなった。

· 買収：中国石油化工、スペインのレプソル社のブラジル資産取得
【１０月８日　新華網】中国石油化工集団傘下の国際石油勘探開発有限公司はこのほど、スペイン石油大手レプソルＹＰＦ（Ｒｅｐｓｏｌ ＹＰＦ）のブラジル子会社との間で、７１．０９億ドルの対価で同ブラジル子会社新発行株式を購入することについて合意に達した。購入後、中国石油化工が同会社株式の４０％を占めることになる。今回の買収は、昨年イラクと西アフリカの資産を取得するため、中国石油化工によるスイスの石油開発大手のアダックス・ペトロリアム社（Ａｄｄａｘ Ｐｅｔｒｏｌｅｕｍ）の買収以来の最大規模となる。

· 環境：温室効果ガスの排出取引、５年内に試行

【１０月６日　新京報】中国国家発展と改革委員会（発改委）気候変化司の孫翠華副司長は５日、天津で開かれる国連気候変動特別作業部会で、中国が今後５年内に一部の業界と地方で温室効果ガスの排出取引を試行することを明かした。同氏によると、現在発改委が温室効果ガス排出取引への自由参加に関する管理方法を策定しており、温室効果ガスに対する徴税の可能性も検討中という。一方、世界銀行の報告によると、２００９年世界温室効果ガス排出取引市場の取引総額が前年に比べ６％上昇して１４４０億ドルに達したが、中国のシェアが１％未満だった。

· 特許：華為、２００８年特許出願件数は世界１位
【１０月５日　鳳凰網】世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）が発表した２００８年国際特許出願に関する統計によると、中国の通信機器大手華為技術の特許出願件数が１７３７件で世界一になった。２００８年中国企業による特許出願件数は合計２０．３２５７万件で、１０年前に比べ１３倍増加し、日本（５０万件）・米国（３９万件）に次ぐ世界３位になった。特に生命科学やエネルギーなどの分野における出願件数が大幅に増加しており、環境分野ではすでに日本・米国・欧州を超えているという。

· 住居：マイホームの所有率、２００８年８７．８％
【１０月４日　新聞晩報】国際連合人間居住計画（国連ハビタット、ＵＮ―ＨＡＢＩＴＡＴ）、中国住宅・城郷建設部、上海市政府は４日に上海で開催される「２０１０世界人間居住日」祝典活動で、「中国都市状況報告２０１０／２０１１」を発表した。同報告書によると、２００８年中国城鎮（都市と農村部にある町）住民１人あたりの平均居住面積が２３Ｍ２で、マイホームの所有率が８７．８％になった。一方、同報告書は北京唐家嶺村「蟻族」（低収入で身を寄せ合って居住している大卒生の集団を指す）の事例を引用して、住宅市場における需給の不均衡・高価格・格差問題を指摘した。

■　ノーベル賞：ノーベル平和賞、中国の民主活動家・劉暁波氏に
【１０月９日　聨合早報】ノーベル賞委員会は、「中国における人権のため、長年にわたり非暴力的闘争を行っている功績」があったとして、２０１０年のノーベル平和賞を中国で服役中の民主活動家・劉暁波氏に授与した。中国外務省は同氏の受賞について、「賞の趣旨に完全に反し、平和賞を冒涜するものだ」と強く反発する一方、「中国とノルウェーとの関係も損なわれることになる」とノルウェーに対しても警告した。昨年、ノルウェーの対中国の輸出額は１６１億ノルウェー・クローネ（約２２６５億円）で、輸入額はその２倍ぐらいだった。現在、両国間の自由貿易協定（ＦＴＡ）交渉が進められている。

■　社会：中国農村の留守児童、５８００万人

【１０月６日　新華網】中華全国婦女聨合会（全国婦聨）・中国「心系好児童」シリーズ活動組織委員会などの機構は共同で、全国１０省５４万戸の農村留守児童家庭を対象に、留守児童家庭における教育指導のニーズについて調査を行い、「農村留守児童家庭教育活動調査分析報告」をまとめた。報告によると、６割以上の父母が出稼ぎのために１年以上外出しており、うち５年以上の割合が２８．５％を占めている。全国婦聨が提供したデータによると、現在中国農村の留守児童の人数は５８００万人、うち１４歳未満の留守児童が４０００万人という。
************************************************************************************************
清の東陵　：　乾隆帝の側に眠る香妃
０５．OCT．１０
中小企業家同友会上海倶楽部代表

東アジアセンター外部研究員(協力会理事)　小島正憲
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北京から東へ、車で２時間ほど走った河北省遵化県に、清朝歴代皇帝のうち、順治帝、康煕帝、乾隆帝、咸豊帝、同治帝の５代の陵墓がある。ここは清の東陵と呼ばれている。ちなみに清の太祖ヌルハチや太宗ホンタイジの墓所は瀋陽にある。また雍正帝、嘉慶帝、同光帝、光緒帝の４代の陵墓は、河北省易県にあり、それは清の西陵と呼ばれている。雍正帝は康煕帝の側に眠るのを怖れて東陵に入らず、西陵を造営しそこに埋葬されたが、乾隆帝は迷ったあげく、偉大な祖父の側に眠ることを選んだという。
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清の東陵には皇帝たちの陵墓のほか、各皇后陵や側室のための妃園寝がある。もちろんあの名高い西太后の陵墓もある。残念ながら、１９２８年７月に、国民党の軍閥孫殿英の軍隊よって略奪・破壊されるなど、陵墓はその後何度も盗掘され、貴重な歴史的な遺産が失われてしまった。１９８０年代に入　　　　　　　《　清の東陵の案内板　》

って、中国政府が復元につとめ、２００４年には世界遺産に登録されるほどになった。　　　
地元の人に聞いてみると、清の東陵はかなり広く、車で回っても丸１日はかかるという。今回の私の目的は、乾隆帝の横に眠る香妃の墓所を確認することだったので、まず案内板を見て、乾隆帝の墓所を探した。するとそこには、はっきりと香妃の墓所が書いてあった。すぐに私はそこに飛んでいった。

乾隆帝は事実上６３年と４か月間の長きにわたって、実権を握り、清の絶頂期を築き上げた。乾隆帝の陵墓は裕陵と呼ばれ、広さは順治帝に及ばぬものの、建物の壮美さと技術の精緻さは、清代陵墓の首位である。とりわけ地下宮内の石像仏や経文の彫刻はすばらしいものである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《　乾隆帝と並ぶ香妃　》
この乾隆帝には４１人の妃があり、裕陵に５人の妃、その隣の裕妃園寝に３６人の妃が埋葬された。裕陵の中に埋葬されるには、①乾隆帝より先に亡くなった妃、②皇貴妃以上の位などの条件があったという。香妃は妃の位であり、この条件を満たさなかったようである。ちなみに裕妃園寝に葬られた妃たちは、皇后１人・皇貴妃２人・貴妃５人・妃６人・嬪６人、貴人１２人、常在４人の合計３６人であったという。[image: image3.jpg]



香妃は容妃と呼ばれ、乾隆帝の寵愛を受けていたようである。裕妃園寝でもその他大勢の妃のグループの中ではなく、門を入ってすぐ左側の一番前に、香妃の陵墓があり、それが証明されている。裕妃園寝内には、陵墓がたくさんあり、それらは手前の大きなものから、奥の方へ、順次小さく簡素なものになっていく。私はそれらを歩きながら数えてみた。３０か所まではだいたい数えられたが、あとはよくわからなかった。
残念ながら、香妃の陵墓も盗掘され、めぼしいものはほとんどなくなっていたという。それでも学者たちは、残っていた布の端くれや小さな玉などから、ここに埋葬されていたのが香妃だったと断定した。文献上からも、　　
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　《　香妃の陵墓　》　　　　　　　　　乾隆帝が香妃の好物のライチーを、毎年南方から運ばせたことが明らかにされている。そこには日時や個数までも明記されている。また乾隆帝は香妃を伴って巡幸することが多く、その際、香妃のためにウイグル族の風習に近い回族のコックを帯同したり、回族用の衣服を用意するなどの配慮をしたという。
たしかに香妃は、乾隆帝の側に眠っていた。その真偽については、いまだに学術論争が続いているようだが、私の香妃の追っかけは、ひとまずこれで落着とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《　香妃の地下宮内　》　
　以上　　　　
************************************************************************************************
暴動・スト情報など　：　２０１０年８月
０８．OCT．１０
中小企業家同友会上海倶楽部代表

東アジアセンター外部研究員(協力会理事)　小島正憲

４．のみ検証済み。その他は未検証。

１．８／０１、広東省広州市で、１０００人余が「広東語擁護」の集会とデモ。　　暴動レベル０。

・マスコミ情報　：　広州市中心部の人民広場に、先月「政府が発表した広東語制限の通知（その後撤回）」に反発した若者たち１０００人ほど集まり、「広東語擁護」の集会を開き、デモを行った。当局は数百人の警察を出動させ、集会を解散させ、デモを収束した。若者たちの一部が拘束された模様。

２．８／０３、四川省内江市威遠県で、交通処理で城管や警察と住民が衝突。　　暴動レベル１。

・マスコミ情報　：　内江市威遠県で、８／０３夜、城管や警察の暴行に怒った住民約１万人が、県の派出所前に集結。派出所に投石したり、パトカーを壊すなどした。武装警察１０００名ほどが出動し、事態は翌朝４時ごろ沈静化した。警察側に数名のけが人、住民側は数十名が拘束された。
・原因　：　城管がある住民のバイクの道路でのとめ方について注意したところ、双方が口論になり、城管が住民を殴った。その後、城管は逃げたが、住民は事後処理にやってきた警察とも口論となり、さらに殴打され、大けがとなり病院に運ばれた。その一部始終を見ていた住民たちが騒ぎだし、派出所への集団抗議となった。
３．８／１７、四川省甘孜（カンゼ）州白玉県のチベット人居住区で、警察と住民が衝突。　　暴動レベル２。
・マスコミ情報　：　甘孜（カンゼ）州白玉県で、現地の金鉱山の採掘拡大に反対するチベット人１００人余が、県政府に抗議。８／１７夜、武装警察が出動し、排除しようとしてチベット人と小競り合いになり、警察側が発砲。チベット人が３人死亡、３０人余がけがをした模様。
・原因　：　金採掘業者と結託して採掘を拡大しようとする県政府と、環境問題などに考慮して金採掘を制限しようとする地元チベット人との抗争。
４．８／１６～１８、北京市永昌工業園区内の韓国企業ロッテで、全従業員スト。　　暴動レベル０。
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・マスコミ情報　：　北京市永昌工業園（永昌北路８号）にある韓国企業大手のロッテの工場で、全従業員３００人がストライキに突入。８／１６～１８の３日間、工場は全面的に操業を停止した。従業員は工場の門前に集まり、賃上げを要求した。一時、従業員と地元政府の職員や工場の守衛たちとの間で、小競り合いがあったようだが、大きな問題には発展しなかった。その後、会社側が１０～３０％の賃上げを実施したので、ストは収束。

・実情　：　９月中旬時点では、平常操業。

５．８／２３、広東省広州市の国有大企業：広州鋼鉄の従業員３０００人がスト、道路封鎖。　　暴動レベル０。

・マスコミ情報　：　８／２３、広州鋼鉄の従業員３０００人がリストラに反対して、ストを行い、リストラ反対の横断幕を掲げ、工場周辺の道路を封鎖した。警察が出動し整理に当たったので、若干の小競り合いはあったが、従業員側は自主的に解散した。
６．５～８月、大連開発区で相次ぐ官製ストか？　　暴動レベル０。
・マスコミ情報　：　華南や華中のストライキが華々しく伝えられている中で、華北の情報はなかなか漏れ伝わってこなかったが、実際には大連開発区では賃上げストライキが集中して起きており、５～８月の３か月間で、合計７３社（内、４８社は日系企業）、参加従業員数は７万人を超えているという。労働者側は８００元ほどの賃上げを要求しており、それに対して企業側は１５０元ほどの回答が多かったが、３００元程度の線でほぼ落着しているようだ。

・地元民間情報　：　私の聞いた話では、開発区内のストライキは過激なものは少なく、開発区政府が労働者のガス抜きのために、あらかじめ企業ごとに日程を決めて、それぞれの企業に疑似ストライキを勧奨しているようだ。いわば企業間の持ち回りストライキ休暇のようなものだという声もある。

７．８／１９、新疆ウイグル自治区で爆発テロ。　　暴動レベル０。
・新疆ウイグル自治区アクス市で、８／１９の午前１０時半ごろ、テロと見られる爆発事件が発生。８人が死亡、１３人が重軽傷。３人組がオートバイに爆薬を積み、人混みに進入、それを爆破させた。単なる怨恨による犯行との見方もある。

≪私の暴動評価基準≫
暴動レベル０　：　抗議行動のみ　破壊なし

暴動レベル１　：　破壊活動を含む抗議行動　１００人以下（野次馬を除く）　破壊対象は政府関係のみ

暴動レベル２　：　破壊活動を含む抗議行動　１００人以上（野次馬を除く）　破壊対象は政府関係のみ　

暴動レベル３　：　破壊活動を含む抗議行動　一般商店への略奪暴行を含む　　

暴動レベル４　：　偶発的殺人を伴った破壊活動

暴動レベル５　：　テロなど計画的殺人および大量破壊活動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
************************************************************************************************
暴動情報など　：　２０１０年９月
　　０８．OCT．１０　

中小企業家同友会上海倶楽部代表

東アジアセンター外部研究員(協力会理事)　小島正憲

１～９まで未検証。

１．９／０３、浙江省蒼南県龍港鎮で、住民が天然ガス敷設工事に抗議。　　暴動レベル1。
・マスコミ情報　：　９／０３の午後３時、蒼南県龍港鎮の鎮政府前で、住民２００人余が近所で行われている天然ガスパイプラインの敷設が、居住区から近すぎるため抗議。鎮政府は４時過ぎに、警察数十人を出動させ、住民を強制排除。そのとき住民たちは殴られたり、カメラを奪われたりした。法律では、このような天然ガスのパイプラインは居住区から１００ｍ離さなければならないと定められているが、この地では１５ｍほどしか離れておらず、近くには学校もあるという。

２．９／０７、広西チワン族自治区柳州市柳東新区で、土地収用に反対する農民と警察が衝突。　　暴動レベル１。
・マスコミ情報　：　９／０７午前４時ごろ、柳州市柳東新区和雒容鎮双仁屯で、政府の手で大規模な土地収用が行われた。村民１００人ほどが阻止活動を行ったが、警察５００人と警察犬の威嚇により、鎮圧された。その後、シャベルカー７０台、掘削機７台などが投入され、成熟期に入っていた田畑の作物はいっせいに踏みつぶされた。
・双仁屯には１３００人の村民が暮らしているが、政府は山地を除く土地をほとんど収用してしまったという。村民の間でも補償金で不公平が生じており、現在、６００人は補償金を受け取っているが、７００人はまだ何の補償も受けていないという。

３．９／１６、甘粛省舟曲県で、土石流被害住民が政府に抗議。　　暴動レベル０。
・マスコミ報道　：　先月、巨大土石流が発生し、少なくとも１７００人の死者が発生した甘粛省舟曲県で、約１００人の住民が県政府前で抗議。大災害が起きた原因は、決壊した砂防ダムの手抜き工事が原因と訴える。県政府前では、政府側と住民側との間で、激しい論争が繰り返された。

４．９／０１、雲南省保山市で大規模な山崩れ発生。

・マスコミ報道　：　９／０１午後１０時ごろ、保山市で大雨のため大規模な山崩れが発生、民家２１戸の住民７１人が被害を受け、１６人が死亡、３２人が行方不明。
５．９／０１、韓国貨物船と中国漁船が衝突。

・マスコミ報道　：　韓国忠清南道の泰安郡の離島から６８海里、韓国の経済水域から１８海里離れた地点で、韓国貨物船と中国の漁船が衝突。中国漁船が転覆、船員全員が行方不明。
６．大連の原油流出事故、賠償問題難航。

・マスコミ報道　：　７月に起きた原油流出事故で、大連沿岸の漁業関係者や観光業者に対する賠償は具体的に発表されておらず、難航している模様。
７．江蘇省でもコレラ発生。

・マスコミ報道　：　江蘇省衛生庁は、９／０２～０９の間、江蘇省でも１９人のコレラ患者が発生したと発表。
８．広東省東莞市でデング熱発生。

・マスコミ報道　：　９／１４、東莞市衛生局は同市で１３日までに、１１人のデング熱患者が確認されたと発表。６人は完治、５人は治療中。デング熱は蚊が媒介するため、東莞市政府は９月１５日から２か月間、蚊の撲滅運動を展開するという。なお、東南アジアではデング熱が大流行の兆しを見せているという。

９．広東省仏山市でもダニ被害発生。

・マスコミ報道　：　仏山市第１人民病院は９／１５，ダニに咬まれて入院中の６６歳の女性が死亡したと発表。河南省や山東省のダニ騒動との関連は不明。同病院では６月初めにも、ダニに咬まれた女性が死亡しているという。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
************************************************************************************************
【中国経済最新統計】(試行版)

東アジアセンターは、協力会会員を始めとする読者の皆様方へのサービスを充実する一環として、激動する中国経済に関する最新の統計情報を毎週お届けすることにしましたが、今後必要に応じて項目や表示方法などを見直す可能性がありますので、当面、試行版として提供し、引用を差し控えるようよろしくお願いいたします。　　　　編集者より
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	　8月
	
	12.8
	23.2
	4.9
	28.1
	289
	21.0
	23.0
	▲39.5
	39.7
	15.9
	14.3

	　9月
	9.9
	11.4
	23.2
	4.6
	29.0
	294
	21.4
	21.2
	▲40.3
	26.0
	15.2
	14.5

	10月
	
	8.2
	22.0
	4.0
	24.4
	353
	19.0
	15.4
	▲26.1
	▲0.8
	15.0
	14.6

	11月
	
	5.4
	20.8
	2.4
	23.8
	402
	▲2.2
	▲18.0
	▲38.3
	▲36.5
	14.7
	13.2

	12月
	9.0
	5.7
	19.0
	1.2
	22.3
	390
	▲2.8
	▲21.3
	▲25.8
	▲5.7
	17.8
	15.9
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	391
	▲17.5
	▲43.1
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	▲32.7
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	18.6
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	（3.8）
	(15.2)
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	(26.5)
	48
	▲25.7
	▲24.1
	▲13.0
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	3月
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	134
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	6月
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	▲6.8
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	7月
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	15.2
	▲1.8
	(32.9)
	106
	▲23.0
	▲14.9
	▲21.4
	▲35.7
	28.4
	38.6

	8月
	
	12.3
	15.4
	▲1.2
	(33.0)
	157
	▲23.4
	▲17.0
	▲2.05
	7.0
	28.5
	31.6

	9月
	8.9
	13.9
	15.5
	▲0.8
	(33.4)
	129
	▲15.2
	▲3.5
	10.6
	18.9
	29.3
	31.7

	10月
	
	16.1
	16.2
	▲0.5
	(33.1)
	240
	▲13.8
	▲6.4
	▲6.2
	5.7
	29.5
	31.7

	11月
	
	19.2
	15.8
	0.6
	(32.1)
	191
	▲1.2
	26.7
	10.0
	32.0
	29.6
	34.8

	12月
	10.7
	18.5
	17.5
	1.9
	(30.5)
	184
	17.7
	55.9
	9.7
	-44.6
	27.6
	31.7
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	1月
	
	
	
	1.5
	
	142
	21.0
	85.6
	24.7
	7.8
	26.0
	29.3

	2月
	
	(20.7)
	(17.9)
	2.6
	(26.6)
	76
	45.7
	44.7
	2.5
	1.1
	25.5
	27.2

	3月
	11.9
	18.1
	18.0
	2.4
	26.3
	▲72
	24.2
	66.4
	28.1
	12.1
	22.5
	21.8

	4月
	
	17.8
	18.5
	2.8
	25.4
	17
	30.4
	50.1
	21.3
	24.7
	21.5
	22.0

	5月
	
	16.5
	18.7
	3.1
	25.4
	195
	48.4
	48.9
	29.3
	27.5
	21.0
	21.5

	6月
	10.3
	13.7
	18.3
	2.9
	24.9
	200
	43.9
	34.6
	8.3
	39.6
	18.5
	18.2

	7月
	
	13.4
	17.9
	3.3
	22.3
	287
	38.0
	23.2
	12.8
	29.2
	17.6
	18.4

	8月
	
	13.9
	18.4
	3.5
	23.9
	200
	34.3
	35.5
	21.2
	1.4
	19.2
	18.6


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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